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（単位：千円）

資産の部

Ⅰ 固定資産

1 有形固定資産

土地 1,436,302

建物 7,457,200

減価償却累計額 ▲ 3,260,041

▲ 18,924 4,178,234

構築物 837,755

減価償却累計額 ▲ 649,566 188,188

機械装置 16,599

減価償却累計額 ▲ 13,922 2,676

工具器具備品 315,380

減価償却累計額 ▲ 211,723 103,657

医療用工具器具備品 42,777

減価償却累計額 ▲ 42,669 108

図書 781,634

美術品 150

有形固定資産合計 6,690,952

2 無形固定資産

ソフトウェア 18,103

著作権 500

電話加入権 1,468

無形固定資産合計 20,071

3 投資その他の資産

長期貸付金 500

投資その他の資産合計 500

固定資産合計 6,711,524

Ⅱ 流動資産

現金及び預金 460,750

未収学生納付金収入 13,346

徴収不能引当金 ▲ 143 13,203

前払費用 318

その他の未収入金 27,002

徴収不能引当金 ▲ 239 26,763

その他の流動資産 343

流動資産合計 501,379

資産合計 7,212,903

貸　借　対　照　表
（令和４年３月３１日現在）

科　目 金　　　　　　　額

減損損失累計額

1



（単位：千円）

貸　借　対　照　表
（令和４年３月３１日現在）

科　目 金　　　　　　　額

負債の部

Ⅰ 固定負債

資産見返負債

資産見返運営費交付金等 278,673

資産見返補助金等 203,033

資産見返補償金 1,409

資産見返寄附金 16,144

資産見返物品受贈額 767,917 1,267,179

長期リース債務 47,942

固定負債合計 1,315,121

Ⅱ 流動負債

運営費交付金債務 78,647

寄附金債務 23,069

預り科学研究費補助金等 43,685

預り金 3,173

前受金 5,520

20

未払金 138,136

リース債務 20,006

未払消費税等 1,113

流動負債合計 313,373

負債合計 1,628,494

純資産の部

Ⅰ 資本金

地方公共団体出資金 8,530,220

資本金合計 8,530,220

Ⅱ 資本剰余金

資本剰余金 64,671

損益外減価償却累計額（▲） ▲ 3,163,791

▲ 18,924

資本剰余金合計 ▲ 3,118,044

Ⅲ 利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金 54,687

教育研究等改善目的積立金 78,422

当期未処分利益 39,122

（うち当期総利益） (39,122)

利益剰余金合計 172,233

純資産合計 5,584,409

負債純資産合計 7,212,903

損益外減損損失累計額（▲）

前受収益

2



（単位：千円）

経常費用

業務費

教育経費 227,982

研究経費 60,114

教育研究支援経費 42,506

受託事業費 765

役員人件費 27,229

教員人件費 1,065,477

職員人件費 194,673 1,618,750

一般管理費 234,794

財務費用

支払利息 2,540 2,540

55 55

経常費用合計 1,856,140

経常収益

運営費交付金収益 1,086,375

授業料収益 542,114

入学金収益 108,066

検定料収益 19,739

その他業務収益 888

受託事業等収益 990

補助金等収益 30,271

寄附金収益 4,223

資産見返負債戻入

資産見返物品受贈額戻入 21,230

資産見返運営費交付金等戻入 11,118

資産見返寄附金戻入 2,303

資産見返補助金等戻入 14,992

資産見返補償金戻入 79 49,723

財務収益

受取利息 3

延滞金 220 223

雑益

財産貸付料収益 15,669

手数料収益 4,076

間接経費収入 12,279

その他の雑益 13,723 45,748

経常収益合計 1,888,365

経常利益 32,224

臨時損失

固定資産除却損 0 0

臨時利益

資産見返物品受贈額戻入 0 0

当期純利益 32,224

    前中期目標期間繰越積立金取崩額 6,897

当期総利益 39,122

損　益　計　算　書
（令和３年４月１日～令和４年３月３１日）

科　　目 金　　　　　　　　　額

雑損

その他雑損
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（単位：千円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出 ▲ 190,613

人件費支出 ▲ 1,284,306

その他の業務支出 ▲ 198,277

運営費交付金収入 1,108,320

授業料収入 505,673

入学金収入 100,114

検定料収入 19,739

受託事業等収入 990

寄附金収入 3,593

補助金等収入 17,761

その他の収入 45,532

預り科学研究費補助金等の純増減額 7,041

　　 業務活動によるキャッシュ・フロー 135,568

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 ▲ 39,286

無形固定資産の取得による支出 ▲ 3,003

　小計 ▲ 42,289

利息及び配当金の受取額 262

　　 投資活動によるキャッシュ・フロー ▲ 42,027

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 ▲ 27,967

　小計 ▲ 27,967

利息の支払額 ▲ 2,540

　　 財務活動によるキャッシュ・フロー ▲ 30,508

Ⅳ　資金増加額 63,032

Ⅴ　資金期首残高 397,718

Ⅵ　資金期末残高 460,750

キャッシュ・フロー計算書
（令和３年４月１日～令和４年３月３１日）

4



（単位：円）

Ⅰ　　当期未処分利益 39,122,869

当期総利益 39,122,869

Ⅱ　　利益処分額

地方独立行政法人法第40条第3項により

設立団体の長の承認を受けた額

教育研究等改善目的積立金 39,122,869 39,122,869 39,122,869

利益の処分に関する書類

科　　　　目 金　　　　額

5



（単位：千円）

Ⅰ　業務費用

（１） 損益計算書上の費用

業務費 1,618,750

一般管理費 234,794

財務費用 2,540

雑損 55

臨時損失 0 1,856,140

（２） （控除）自己収入等

授業料収益 ▲ 542,114

入学金収益 ▲ 108,066

検定料収益 ▲ 19,739

受託事業等収益 ▲ 990

寄附金収益 ▲ 4,223

その他業務収益 ▲ 888

資産見返運営費交付金等戻入 ▲ 9,359

資産見返寄附金戻入 ▲ 2,303

財務収益 ▲ 223

雑益 ▲ 33,469 ▲ 721,378

      業務費用合計 1,134,761

Ⅱ　損益外減価償却相当額 194,616

Ⅲ　引当外賞与増加見積額 ▲ 3,614

Ⅳ　引当外退職給付増加見積額 35,667

Ⅴ　機会費用

国又は地方公共団体財産の無償又は減額
された使用料による貸借取引の機会費用 8

地方公共団体出資の機会費用 11,451 11,459

Ⅵ　行政サービス実施コスト 1,372,891

行政サービス実施コスト計算書
（令和3年4月1日～令和4年3月31日）

科　　　　目 金　　　　額

6
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注  記  事  項 

  

Ⅰ 重要な会計方針  

 

 １ 運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準  

    原則として、期間進行基準を採用しております。 

 なお、退職手当及び特別交付金のうち特別の経費については費用進行基準を採用しております。 

  

 ２ 減価償却の会計処理方法  

（１）有形固定資産  

定額法を採用しております。  

耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としております。主な資産の耐用年数は以下のとおりで

あります。 

        建物       １０～４４年 

 構築物      ３～４７年 

工具器具備品  １～１４年  

なお、特定の償却資産（地方独立行政法人会計基準第８７）の減価償却相当額については、財産的基礎の減

少と考えるべきであることから損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。  

（２）無形固定資産  

      定額法を採用しております。 

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいて償却してお

ります。 

 

  ３ 引当金の計上基準  

（１）徴収不能引当金の計上基準 

   債権の回収不能による損失に備えるため、貸倒懸念債権等の特定債権については個別に債権の回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上しております。 

（２）賞与引当金及び見積額の計上基準 

役員及び教職員に対して支給する賞与については、翌期以降の運営費交付金により財源措置がなされている

ため、賞与引当金は計上しておりません。 

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、当事業年度末の引当外賞与見積額

から前事業年度末の同見積額を控除した額を計上しております。 

（３）退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上してお

りません。 

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、地方独立行政法人会計基準第

８９に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しております。 

 

４ 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法  

  （１）国又は地方公共団体財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用の計算方法  

      福岡県河川流水占用料等徴収条例を参考に計算しております。  

（２）地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率  

       10年利付国債の令和４年３月末利回りを参考に、0.210％で計算しております。 
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５ リース取引の会計処理 

リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

 

 ６ 消費税等の会計処理  

    消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっております。  

 

７ その他 

利益の処分に関する書類を除き、記載金額は千円単位とし、表示単位未満については切り捨て表示しておりま

す。 

 

 

Ⅱ 貸借対照表関係 

 

 １ 賞与引当金の見積額 

   運営費交付金から充当されるべき賞与引当金の見積額は、78,700千円です。 

 

 ２ 退職給付引当金の見積額 

   運営費交付金から充当されるべき退職給付引当金の見積額は、542,646千円です。 

 

 

Ⅲ キャッシュ・フロー計算書関係 

 

 １  資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳  

 

   令和４年３月３１日 

現金及び預金   460,750千円 

       資金期末残高   460,750千円 

 

 ２ 重要な非資金取引の内容 

 

   ファイナンス・リースによる資産の取得    23,470千円 

 

 

Ⅳ 行政サービス実施コスト計算書関係  

 

  １ 引当外賞与増加見積額及び引当外退職給付増加見積額の対象 

引当外賞与増加見積額及び引当外退職給付増加見積額の中には、福岡県からの派遣職員に係る 

ものが以下のとおり含まれております。 

・引当外賞与増加見積額のうち派遣職員に係る額          185千円 

   ・引当外退職給付増加見積額のうち派遣職員に係る額   4,908千円 

 

  ２ 機会費用の内訳 

   設立団体に係る額   11,451千円 
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Ⅴ 金融商品の時価等に関する事項 

 

１ 金融商品の状況に関する事項 

当法人は、資金運用については預金等に限定しております。 

資金運用にあたっては当法人が適用する地方独立行政法人法第４３条の規定に基づき実施しておりますが、公

債・社債及び株式等は保有しておりません。 

 

２ 金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。 

（単位：千円） 

 
貸借対照表 

計上額（＊） 
時価（＊） 差額（＊） 

（１）現金及び預金 460,750 460,750      ― 

（２）未払金 （138,136） （138,136）      ― 

（＊）負債で表示されているものについては、（  ）で表示しております。 

 

（注）金融商品の時価の算定方法 

（１）現金及び預金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。 

  （２）未払金 

     未払金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。 

 

 

Ⅵ 賃貸等不動産の時価等に関する事項 

  当法人は、福岡県田川市において、賃貸等不動産を保有しておりますが、賃貸等不動産の総額に重要性が乏

しいため、注記を省略しております。 

 

 

Ⅶ 重要な債務負担行為  

  該当する事項はありません。  

 

 

Ⅷ 重要な後発事象  

   該当する事項はありません。  

 

 

Ⅸ 重要な偶発事象 

会計年度末時点で、当法人（外1名）が過労自死損害賠償請求を提訴され、係争中のものが1件（請求額88,154

千円）あります。将来の支払の有無及び賠償額について現時点で見積もることはできませんが、今後の当法人の

財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 



 

 

 

 

 

 

 

 

附 属 明 細 書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（単位：千円）

当期償却額
当期
損益内

当期
損益外

建物 7,115,291 － － 7,115,291 3,158,532 193,630 18,924 － － 3,937,834

工具器具備品 5,940 － － 5,940 5,258 986 － － － 681

計 7,121,231 － － 7,121,231 3,163,791 194,616 18,924 － － 3,938,515

建物 338,656 3,251 － 341,908 101,508 14,459 － － － 240,399

構築物 837,755 － － 837,755 649,566 16,413 － － － 188,188

機械装置 16,599 － － 16,599 13,922 1,572 － － － 2,676

工具器具
備品

324,932 34,100 49,592 309,440 206,464 35,400 － － － 102,976

医療用工具
器具備品

43,769 － 991 42,777 42,669 117 － － － 108

図書 773,051 12,279 3,696 781,634 － － － － － 781,634

計 2,334,764 49,631 54,279 2,330,116 1,014,131 67,963 － － － 1,315,984

土地 1,436,302 － － 1,436,302 － － － － － 1,436,302

美術品 150 － － 150 － － － － － 150

計 1,436,452 － － 1,436,452 － － － － － 1,436,452

土地 1,436,302 － － 1,436,302 － － － － － 1,436,302

建物 7,453,948 3,251 － 7,457,200 3,260,041 208,090 18,924 － － 4,178,234

構築物 837,755 － － 837,755 649,566 16,413 － － － 188,188

機械装置 16,599 － － 16,599 13,922 1,572 － － － 2,676

工具器具備品 330,872 34,100 49,592 315,380 211,723 36,386 － － － 103,657

医療用工具
器具備品

43,769 － 991 42,777 42,669 117 － － － 108

図書 773,051 12,279 3,696 781,634 － － － － － 781,634

美術品 150 － － 150 － － － － － 150

計 10,892,449 49,631 54,279 10,887,800 4,177,923 262,580 18,924 － － 6,690,952

ソフトウェア 63,134 13,168 9,130 67,172 49,068 6,621 － － － 18,103

著作権 500 － － 500 － － － － － 500

電話加入権 1,468 － － 1,468 － － － － － 1,468

計 65,102 13,168 9,130 69,140 49,068 6,621 － － － 20,071

長期貸付金 1,000 － 500 500 － － － － － 500

計 1,000 － 500 500 － － － － － 500

有形固定資産
（特定償却資産

以外）

有形固定資産
（特定償却資

産）

非償却資産

有形固定資産
合計

無形固定資産
（特定償却資産

以外）

投資その他の資
産

（1）固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第87　特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第91資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価
償却相当額も含む。）並びに減損損失の明細

資　産　の　種　類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

減価償却累計額 減損損失累計額
差引当期末

残高
摘　要
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該当事項はありません。

(3)　有価証券の明細
(3)－1　流動資産として計上された有価証券

該当事項はありません。

(3)－2　投資その他の資産として計上された有価証券

該当事項はありません。

(4)　長期貸付金の明細
（単位：千円）

その他長期貸付金

特別奨学金

計

注）1.期末残高には、一年以内に回収期日をむかえるため流動資産に振り替えた金額100千円を含みます。
　　2.償却額は返済免除者2名（500千円）によるものです。

(5)　長期借入金の明細

該当事項はありません。

(6)　公立大学法人債の明細

該当事項はありません。

(7)　引当金の明細
（単位：千円）

徴収不能引当金

計

(8)資産除去債務の明細

該当事項はありません。

(9)　保証債務の明細

該当事項はありません。

(2)　たな卸資産の明細

当期増加額
当期減少額

期末残高 摘要

- 382

-

区分 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘要
回収額 償却額

1,200 - 100 500 600 注）

382

1,200 - 100 500 600

-

区分
目的使用 その他

期首残高

382 -

382 - -
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(10)　資本金及び資本剰余金の明細

（単位：千円）

設立団体(福岡県)
出資金

計

目的積立金

無償譲与

寄附金等

設立団体(福岡県)
出資金

計

損益外減価償却
累 計 額

損益外減損損失
累 計 額

差 引 計

(11)　積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細
(11)－1　積立金の明細

（単位：千円）

注）

(11)－2　目的積立金の取崩しの明細
（単位：千円）

当期減少額 期末残高 摘要

資本金

8,530,220 -

区　分 期首残高 当期増加額

1,468 - - 1,468

- 8,530,220

8,530,220 - - 8,530,220

150 - - 150

資本剰余金

66,319 - - 66,319

▲ 3,265 - - ▲ 3,265

64,672 - - 64,672

▲ 2,969,175 ▲ 194,616 - ▲ 3,163,791

▲ 18,924 - - ▲ 18,924

▲ 2,923,427 ▲ 194,616 - ▲ 3,118,044

区　分

地方独立行政法人法第40条第3
項積立金（教育研究等改善目
的積立金）

14,428 63,993 -

積立金の名称及び事業名

地方独立行政法人法第40条第4
項積立金(前中期目標期間繰越
積立金)

61,585 - 6,897 54,688

133,110

前中期目標期間繰越積立金

計 76,014

合計 6,897

摘要

注）

期末残高

78,421

注）教育研究等改善目的積立金の当期増加額63,993千円は、令和２年度に発生した当期総利益を県知事の承認を受けて積立金として整理した
　ことによるものです。
　　また、前中期目標期間繰越積立金の当期減少額6,897千円は、中期目標期間の教育研究の質の向上及び組織運営の改善に充当したものです。

　　修繕費 6,897

　一般管理費

教育施設等整備事業 計

6,897

6,897

期首残高 当期増加額 当期減少額

6,89763,993
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(12)　運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

(12)－1　運営費交付金債務の明細

(単位：千円)

運営費
交付金収益

資産見返
運営費交付金

資本剰余金 小　計

平成30年度 3,927 - - - - - 3,927

令和元年度 7,143 - - - - - 7,143

令和２年度 45,632 - 9,831 - - 9,831 35,801

令和３年度 - 1,108,320 1,076,544 - - 1,076,544 31,775

合　計 56,703 1,108,320 1,086,375 - - 1,086,375 78,647

(12)－2　運営費交付金収益 (単位：千円)

業務等区分 令和２年度交付分令和３年度交付分 合計

期間進行基準によるもの - 951,298 951,298

費用進行基準によるもの 9,831 125,246 135,077

合  計 9,831 1,076,544 1,086,375

期末残高

当期振替額

期首残高
交付金

当期交付額
交付
年度

13 



(13)　地方公共団体等からの財源措置の明細
(13)－1　特定施設費の明細

該当事項はありません。

(13)－2　補助金等の明細

建設仮勘定
見返補助金等

資産見返
補助金等

資本剰余金
長期預り
補助金等

収益計上

田川市公開講座 田川市 直接経費 － 300 － － － － 300 －

施設整備費等補助金（図書館2階
空調更新工事）

福岡県 直接経費 － 2,497 － 2,497 － － － －

施設整備費等補助金（アザレア
寮電気温水器更新工事）

福岡県 直接経費 － 7,187 － － － － 7,187 －

施設整備費等補助金（大講義室
映像音響設備更新工事）

福岡県 直接経費 － 10,146 － 2,530 － － 7,616 －

施設整備費等補助金（体育館防
水工事）

福岡県 直接経費 － 13,823 － － － － 13,823 －

医療施設運営費等補助金（特定
行為）

厚生労働省 直接経費 － 1,345 － － － － 1,345 －

直接経費 － 35,298 － 5,027 － － 30,271 －

当期交付決定額
　　10,146千円

摘要

（単位：千円）

名称 交付元 経費の別 期首残高

当期交付決定額
　  17,543千円

当期交付決定額
　　300千円

当期交付額

当期振替額

期末残高

合計
当期交付決定額
　　39,590千円

当期交付決定額
　　1,345千円

当期交付決定額
　　3,069千円

当期交付決定額
　　7,187千円
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（単位：千円、人）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

注）

(15)　開示すべきセグメント情報

　　　　該当事項はありません。

38,934 12,161 1

計

－ － － － －

計

－ － － － －

計
－25,950

2.教職員の給与及び退職手当は、公立大学法人福岡県立大学職員給与規程、公立大学法人福岡県立大学教員年俸規程及び公立大学法人福岡県立大学非常勤
 職員等賃金規程に基づき算出されます。なお、退職手当は給料月額に勤続期間を勘案して算出されます。
3.年間平均支給人員数を記載しております。
4 上段括弧内には、承継職員等に係る金額及び支給人員を内数で記載しております。

－

－

252,675

－

－

－

－

－

18,698

11,632

167,540

－

7

18,698

25,809

155,908

1

7

1

－

－

21

－

－

460

12,161

18,238

－

19,907

職　員

常　勤

906,787

1

－

－

－

49

－

－

－

29

460

－

－1,278

134,721

6

－

106

教　員

常　勤

－

32

－

－5,730

140,452

252,675 29

－

1

6

－

－

700 4

－

－

838,287

25,250 2

－

－1,278

役　員

常　勤

非常勤

6

－

(14)　役員及び職員の給与の明細

区 分

報酬又は給与等 法定福利費 退職給付

支給額 支給人員 支給額 支給額 支給人員

1,101,141

70

129

85

214

－ －

252,675

168,403

252,675

1.役員に対する報酬は、公立大学法人福岡県立大学役員報酬規程に基づき算出されます。

－

－

－

－

18,238

38,934

合　計

990,197

110,943

29 38,934 12,161

非常勤

非常勤
68,499

126,659

41,743

138

5,902

29 38,934 12,161 1

計

常　勤

非常勤

－ － －
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(16)　業務費及び一般管理費の明細

（単位：千円）

教育経費 　受託事業費
消耗品費 29,721  消耗品費 161
備品費 7,551  備品費 199
印刷製本費 10,402  印刷製本費 99
水道光熱費 14,774  旅費交通費 61
旅費交通費 7,829  通信運搬費 194
通信運搬費 2,572  報酬・委託・手数料 2
賃借料 3,739  租税公課 45
福利厚生費 2,599 765
保守費 7,348
修繕費 2,057
損害保険料 104
広告宣伝費 671
行事費 11 役員人件費
会議費 2 常勤役員人件費
報酬・委託・手数料 28,154 報酬 18,832
奨学費 80,848 賞与 6,418
減価償却費 24,705 法定福利費 1,278 26,529
雑費 252 非常勤役員人件費
工事費 3,892 報酬 700 700
諸会費 732 27,229
租税公課 10

227,982

教員人件費
研究経費 常勤教員人件費

消耗品費 22,384 給料 617,036
備品費 6,776 賞与 221,250
印刷製本費 1,402 退職給付費用 18,238
水道光熱費 3,390 法定福利費 134,721 991,247
旅費交通費 1,042
通信運搬費 2,312 非常勤教員人件費
福利厚生費 2 給料 63,623
保守費 15 賞与 4,875
修繕費 79 法定福利費 5,730 74,230
損害保険料 23 1,065,477
会議費 1
報酬・委託・手数料 2,775
減価償却費 13,789 職員人件費
工事費 16 常勤職員給与
諸会費 6,085 給料 95,603
雑費 15 賞与 31,055

60,114 退職給付費用 460
法定福利費 19,907 147,027

非常勤職員給与
給料 33,039

教育研究支援経費 賞与 8,703
消耗品費 2,118 法定福利費 5,902 47,645
備品費 1,081 194,673
水道光熱費 3,828
通信運搬費 112
賃借料 6,371
報酬・委託・手数料 23,328 一般管理費
減価償却費 1,747 消耗品費 10,639
諸会費 222 備品費 3,465
図書費 3,696 印刷製本費 449

42,506 水道光熱費 15,424
旅費交通費 1,213
通信運搬費 1,349
賃借料 2,064
車両燃料費 19
福利厚生費 1,199
保守費 25,997
修繕費 31,325
損害保険料 1,368
会議費 10
報酬・委託・手数料 85,356
租税公課 1,267
減価償却費 34,342
雑費 56
食糧費 133
工事費 16,243
諸会費 2,866

234,794
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(17)  寄附金の明細
（単位：千円）

(18)  受託研究の明細

(19)  共同研究の明細

(20)  受託事業等の明細
（単位：千円）

経費の別
直接経費
間接経費
直接経費
間接経費
直接経費
間接経費
直接経費
間接経費
直接経費
間接経費
直接経費
間接経費
直接経費
間接経費
直接経費
間接経費

(21)  科学研究費補助金等の明細

（単位：千円）

注）間接経費相当額を記載し、直接経費相当額については外数として（  ）内に記載しております。

厚生労働省
－

4
（7,980）

合　計
12,279

79
（67,794）

研究活動スタート支援
42

1
（2,000）

国際共同研究強化（B）
61

1
（1,860）

若手研究
3,036

10
（12,512）

若手研究Ｂ
－

1
（234）

（3,605）

基盤研究Ｃ
8,520

51
（39,601）

基盤研究Ｂ
618

11

種目 当期受入額 件数 摘要

合　計
- 990 990 -
- - - -

その他
- - - -
- - - -

株式会社等
- - - -
- - - -

-
独立行政法人・
国立大学法人

- - - -
- - - -

- -

国
- - - -
- - -

- - -
地方公共団体等

（設置団体以外）
- - - -
- -

- - - -
地方独立行政法人等

（設置団体）
- - - -
-

委託者等 期首残高 当期受入額 受託事業等収益 期末残高
地方公共団体
（設置団体）

- 990 990 -

該当事項はありません。

該当事項はありません。

合　計 4,840 43

注）当期受入額には現物寄付1,246千円（33件）を含んでおります。

区分 当期受入額 件数（件） 摘要

4,840 43 注）
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(22)　上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細

①現金及び預金
（単位：千円）

②資産見返物品受贈額の明細
（単位：千円）

③未　払　金
（単位：千円）

その他 98,087

合　計 138,136

人件費 31,393

固定資産 8,656

合　計 767,917

区　分 金　額 摘　要

工具器具備品に係る分 0

図書に係る分 545,420

構築物に係る分 175,366

医療用工具器具備品に
係る分

0

区　分 金　額 摘　要

建物に係る分 47,130

普通預金 460,750

合　計 460,750

区　分 金　額 摘　要

現金 -
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